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水道料金の改定について 
 

１ 改定の経緯 

  ２０１７年１２月、「登別市水道事業経営戦略」を策定した。 

  「経営戦略」では、計画期間内に見込まれる投資額などの支出や水道料金をはじめ

とした収入を試算し、２０１８年度から２０２９年度までの１２年間における「投資・

財政計画」を作成した。 

本計画において、「純損益」は２０２１年度からマイナスに転じ、計画期間内では、

回復することはなく、「補てん財源残高」は２０２０年度から不足が生じ、計画期間の

最終年度である２０２９年度までの「補てん財源残高」不足額は、１３億円を超える

ことが見込まれており、支出の削減や未収金をできるだけ解消する経営努力のみでは、

事業運営できないことが明らかになった。 

このため、今般一定のルールに基づき定期的に水道料金の改定作業を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 純損益の推移(経営戦略より) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 補てん財源残高の推移(経営戦略より) 
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２ 料金改定に関する基本事項 

（１）改定周期について 

水道事業経営戦略の見直し及び更新に併せて、４年毎に料金の改定作業を行う。

作業時のスケジュールは次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

改定決定から１年間の周知期間を設定し、対象期間は３年度目～６年度目とする。

また、改定月は４月を基本とする。 

 

 

（２）水道料金の算定方法 

水道料金の算定方法については、主に「総括原価方式」と「資金収支積み上げ方

式」があり、２０１５年度の公益社団法人日本水道協会の調査結果によると、料金

改定を行った８６．２％の水道事業者が総括原価方式により算定している。 

   

※総括原価方式・・・水道料金算定要領（日本水道協会作成）に基づく方法であり、誠実かつ

能率的な経営の下における適正な営業費用に、水道事業の健全な運営を確

保するために必要とされる資本費用（支払利息及び資産維持費）を加えて

算定する方式 

   資金収支積み上げ方式・・・料金算定期間における収支均衡をベースとする方式 

 

「総括原価方式」と「資金収支積み上げ方式」の大きな違いは、水道事業の健全

な運営を確保できるよう、資産維持費を計上する点である。 

資産維持費を計上できると、将来の施設更新に必要な資金を積み立てできるよう

になり、施設更新時にその資金を使用することで、企業債への依存度を下げ、安定

的な経営を行えることになる。 

   多くの水道事業者が「総括原価方式」を採用している理由は、全国的にも人口減

少に伴う給水収益の減少傾向は避けられない状況にある中で、既存水道施設の更新

時期が到来することにより、更新及び新設などの費用の増加が見込まれ、水道事業

をとりまく経営環境は一層厳しいものになる一方で、水道利用者に対して、将来に

わたって安定した安全な水道水の供給を行わなければならないからである。 

   当市水道事業においても、前述の状況は避けられないことから、本改定作業にお

いては、「総括原価方式」を基本に事務を進めることとする。 

 

 

・                   ・ 
・                   ・ 
・                   ・ 



－3－ 

 

 

  次に、当市の水道料金算定は次の図－３の手順で行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            図－３ 水道料金算定フロー 

 

ア 投資・財政計画の策定 

登別市水道事業ビジョンの理念に基づき策定した「登別市水道施設整備計画」 

を踏まえた「経営戦略」の策定がこれに当たる。（２０１７年１２月策定済） 

 

イ 料金水準の算定（総括原価の算定） 

総括原価の算定について、図－４に示す。 

水道料金に求められる「適正な原価」を算出するために投資・財政計画から営

業費用及び支払利息を計上し、水道事業の「健全な運営を確保」できるよう、施

設の計画的な改修・更新等に必要となる費用（資産維持費）も算出・計上する。

これらの費用を合わせた総括原価を算定し、総括原価と料金収入が一致するよう

に料金を設定する。 

 

 

 

 

・人件費         ・支払利息 

・修繕費         ・資産維持費 

・減価償却費等 

 

     図－４ 総括原価の算定 
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ウ 料金体系の設定及び料金表の確定 

当市の料金体系は、水道の使用水量の有無に関係なく、固定的にかかる経費と

して負担をお願いしている「基本料金」と、使用した水量に応じて必要となる経

費の負担をお願いしている「計量料金」で構成されている。（表‐１参照） 

表‐１ 基本料金と計量料金 

 

 

 

 

 

表－１に記載している「水道メーター設置費、検針徴収経費等」は、基本料金

に分類し、電気代などの動力費や薬品費等は計量料金に分類したのち、料金表を

確定する。 

 

【参考】  現行料金表（平成１９年７月１日改定） 

（税抜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 定義 対象となる経費

基本料金 使用水量の有無に関わらず、水道使用者に負担をお願いしている料金
水道メーター設置費、
検針徴収経費等

計量料金 使用水量に応じて、水道使用者に負担をお願いしている料金 動力・薬品費等
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家事用、家事用以外、公衆浴場用については、基本料金と計量料金に分けて設定して

いる。また、臨時用は計量料金のみ、消防用は定額料金としている。 

 

 【これまでの経緯】 

当市においては、昭和４９年以降、逓増料金制度を採用しており、一定の水量区分に

応じて、大口需要者の水使用の抑制及び生活用水の低廉化の配慮を行っている。 

 また、平成１９年の料金改定時に初めて基本料金に含める基本水量を５ｍ３と定め、そ

の理由を「水道メーターの検針や料金徴収など、水の使用量に関係なく固定的に要する

経費など公平に負担していただくため。」としている。 

  

 

 

３ 総括原価の算定 

  公益社団法人日本水道協会が作成した「水道料金算定要領」及び「水道料金改定業

務の手引き」に基づき、今改定期間における総括原価を算定する。総括原価は図－４

で示したように、営業費用と資本費用を合計したものであることから、営業費用及び

資本費用のうち支払利息は投資・財政計画で見込んだ数値を用いることとする。これ

らの数値に資産維持費を加えたものが総括原価となる。 

以下、資産維持費を算出する。 

  

（１） 資産維持費とは（水道料金改定業務の手引きより抜粋） 

  水道事業における給水サービス水準の維持向上及び施設実体の維持のために、事

業内に再投資されるべき額であり、実体資本の維持及び使用者負担の期間的公平等

を確保する観点から、総括原価に含めるものとされ、その内容は、施設の建設、改

良、再構築及び企業債の償還等に必要な所要額であり、次の算式で求めるものであ

る。 

 

  

なお、具体的な充当先は、 

① 企業債償還金 

② 施設の建設、改良、再構築に要する費用（減価償却等不足分） 

③ 工費増加額（物価上昇分） 

である。 

 

 

 

 

 

 

資産維持費＝対象資産×資産維持率 
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  ＜当市水道事業における会計状況＞ 

【純利益が発生する場合 】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 当市水道事業における会計状況（純利益が発生する場合） 

 

当市水道事業における会計状況のうち、純利益が発生する場合の資金の流れを以下に

示す。 

【純利益が発生する場合】 

（１）収益的収支における減価償却費等は実際には現金支出の伴わないものであるため、

損益勘定留保資金として、水道事業会計内に内部留保される。 

（２）この損益勘定留保資金は、過去に水道施設を建設した際の財源として借り入れを

行った企業債の償還金に充てることになる（①の矢印）。 

（３）残った損益勘定留保資金は、企業債とともに当該年度の建設費の一部に充てるこ

とになる（②の矢印）。 

（４）これらの資金を充当しても、建設費の支払いに不足が生じることがあるため、積

立金を充てることになる。（③の矢印） 

（５）毎年度利益が発生した場合には、積立金として積み立てる。 
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【純利益が発生しない場合】 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

図－６ 当市水道事業における会計状況（純利益が発生しない場合） 

 

次に、当市水道事業における会計状況のうち、純利益が発生しない場合の資金の流れ

を以下に示す。 

 

２ 純利益が発生しない場合 

（１）資本的収支の不足分に対する資金の充当順序は、純利益が発生する場合と同様で

ある。（①⇒②⇒③の順に充当する） 

（２）この場合、利益がないので、毎年度後年時の施設建設に要する費用を積み立てる

ことができない。 

（３）その結果、毎年度積立金は減少し、やがて、資本的収支の③の財源に充てる資金

が不足する。 

（４）資本的収支の不足が生じた場合、水道事業会計は成り立たなくなる。（一般企業で

言えば、「倒産」） 
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 以上のことより、次のように考えることができる。 

 

 将来の施設更新費用を積立金として水道事業内に残すためには、資産維持費を計上し、

資金を積み立てできる会計にする必要がある。 

 

 

 

  × 
 

 

 

 ○ 
 

 

 

したがって、水道事業の健全経営のためには、「企業債償還金」の財源として使用され

る減価償却費等の損益勘定留保資金分を資産維持費（利益）により賄うことができれば、

将来の更新費用を内部留保金として企業内に積み立てできることになり、施設の更新時

には、その資金の多くを自己資本で賄えることになるため、企業債への依存度が減少し、

施設更新への備えと安定的な財政運営が可能となる。 

一方、「減価償却等不足分」については、すでに減価償却した分であるため、過去に費

用として見込んでいるべきものであったことや、「企業債償還金」を今後計上できるとす

ると、今後は減価償却費を企業内に留保できることになることから、資産維持費には含

めないこととする。さらに、「物価上昇分」についても、将来の更新を見据える必要はあ

るものの、現利用者に多くの負担を求めることとなるため、資産維持費には含めないこ

ととする。 

 

以上のことから、当市水道事業が考える資産維持費の在り方として、次のとおりとす

る。 

 

  【資産維持費に関する当市の方針】 

・企業債償還金を資産維持費として計上する。 

 ・減価償却等不足分及び物価上昇分については、計上しない。 
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（２）当市の資産維持率について 

   資産維持率は、前述の考え方に基づき、料金算定期間における元金償還額を確保

するための維持率とし、３．９％を基本として積算することとする。 

   なお、算定要領では３％を標準としていることから、３％の場合についても積算

することとする。 

    

４ 料金改定率の設定について 

  料金改定にあたっては、資産維持費をどの程度給水原価に反映させるのかがポイン

トとなるが、前述の考え方に基づき、資産維持率は３．９％で料金改定率を試算した

場合、料金改定率は４７．１９％となる。 

また、公益社団法人日本水道協会が標準値としている資産維持率３％で料金改定率

を算出した場合、料金改定率は３８．１４％となる。 

この改定率は、水道利用者への影響は非常に大きいものであると考えられることか

ら、資産維持率については、料金算定期間における元金償還額の１/２を見込むもので

試算することとし、この場合の資産維持率は１．９５％、料金改定率は２７．７４％

となる。 

以下に、資産維持率１．９５％、料金改定率２７．７４％の場合の投資・財政計画

を示す。 

 

（１）資産維持率１．９５％を見込む場合の料金改定率（２７．７４％） 

投資・財政計画（２７．７４％） 
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【投資・財政計画からわかること 】 

  ・純利益は２０２３年度及び２０２９年度を除き、確保できる見込みである。また、

補てん財源残高は２０２３年度には２０１６年度並みの金額を確保できる見込みと

なるため、中長期的には健全経営に向かうものと考える。 

  

  

新旧料金表（２７．７４％） 

（税抜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水量毎の改定影響額（１か月分：税込） 
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【利用者への影響】 

  ・５ｍ３までの基本料金内の利用者では、 

１か月で３４４円、１２か月で４，１２８円の負担増となる。 

・１０ｍ３の利用者では、 

１か月で５７１円、１２か月で６，８５２円の負担増となる。 

  ・２０ｍ３の利用者では、 

１か月で１，０９５円、１２か月で１３，１４０円の負担増となる。 

 

この改定率を用いることにより、当市水道事業は健全経営に向かうことが可能とな

り、今後の施設更新時に多くの負担を利用者に対して求めなくても良いことが想定さ

れる。 

  しかしながら、改定率２０％を超える料金改定では、１か月で２０ｍ３の利用者の１

年間の影響額は、１０，０００円を超えることとなり、水道利用者への負担が大きく

なるものと判断し、今改定期では、事業運営のために最低限必要な補てん財源残高２

億５千万円を確保するための料金改定率を試算する。 

 

 【補てん財源２億５千万円の根拠】 

  次の２つの視点で検証を行った。 

 ア 過去の実績から算出 

   １９９７年度から２０１６年度までの決算数値のうち、比較的大きな投資を行っ

た１９９７年度から２００４年度までの建設改良費に対する年度当初の補てん財源

残高が占める割合（所有財源割合とする。）を算出した。 

   算出にあたっては、一時借入金の借り入れを行っていない１９９７年度、２００

１年度、２００４年度の平均割合を用いることとした。（所有財源割合：４７％） 

 

◎２０１８年度から２０２９年度までの建設改良費に対する必要所有財源 

 

 

 

   この結果、必要最低限補てん財源残高は２億４千８６５万１千円となる。 
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 イ 現金現在高からの算出 

 ２０１４年度から２０１６年度までの現金残高の推移を次に示す。 
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上記グラフからわかることとして、１年のうち、現金現在高がもっとも少なくなる

時期は、９月と３月であり、企業債償還金及び支払利息の償還月である。 

  このことから、当市が保有すべき現金は、前年度末残高と当該年度残高最小値との

差額分を所有する必要があると考えられる。（過去３年間の最大変動値は、２０１６年

度の約１億８千万円であった。） この数値は、企業債償還金及び支払利息の１/２の

金額に相当することから、水道事業として最低限確保すべき現金は、企業債償還金及

び支払利息の１/２であると言える。 

  このことより、２０１８年度から２０２９年度までの企業債償還金及び支払利息の

１/２を算出したものを以下に示す。今計画内では、平均２億円程度が見込まれる。 

◎ ２０１８年度から２０２９年度までの企業債償還金及び支払利息 

 

 

 

   

 

 

 

こ  この金額に加え、２００５年度以降は大きな投資を控えてきたが、先に策定した「登

別市水道事業経営戦略」において、２０１８年度から２０２９年度までの建設改良費

の平均額は約６億８千７百万円となることを考慮すると、建設改良を行う際の前払金

の支払いなど、これまで以上に日常の運転資金が必要になる。 

上記の内容を踏まえると、２０１９年度から２０２２年度までの企業債償還金及 

び支払利息の１/２である２億円を最小限確保するのはもちろんのこと、日常の運転資

金として５千万円を確保するため、本改定期における必要補てん財源残高は２億５千

万円となる。 
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 以下に、補てん財源残高２億５千万円を確保する場合の投資・財政計画を示す。 

 

（２）補てん財源残高２億５千万円を確保する場合の料金改定率（１９．４９％） 

投資・財政計画（１９．４９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【投資・財政計画からわかること 】 

  ・補てん財源は２０２２年度まで最低限事業運営できる２億５千万円確保できるが、

２０２３年度以降については、確保できない。 

・純利益も２０２２年度までは確保できるが、２０２３年度以降確保ができない。 

このことから、２０２３年度以降は、事業運営ができず、純利益も確保できない

事業体になることが予想される。このため、本改定率はあくまでも２０１９年度か

ら２０２２年度までの４年間、事業運営するための改定率であり、２０２３年度以

降も事業運営するためには、次期改定期に再度料金改定の検討が必要である。 
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新旧料金表（１９．４９％） 

（税抜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水量毎の改定影響額（１か月分：税込） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用者への影響】 

  ・５ｍ３までの基本料金内の利用者では、 

１か月で２４１円、１２か月で２，８９２円の負担増となる。 

・１０ｍ３の利用者では、 

１か月で３９８円、１２か月で４，７７６円の負担増となる。 

  ・２０ｍ３の利用者では、 

１か月で７６５円、１２か月で９，１８０円の負担増となる。 
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以上のことから、 

◎水道料金改定に関する概要 

【改 定 時 期】 ２０１９年（平成３１年）４月１日 

【平 均 改 定 率】 １９．４９％ 

【改定後の料金表】                       （税抜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公衆浴場用、臨時用及び消防用の水道料金については、現時点では使用水量が 

少ないことから、今改定期においては、料金改定を行わないこととする。 

 

 

 

５ 今後の流れ 

   ２０１９年４月１日の改定に向けて、以下のとおり進めることとするが、料金改定

は議会の議決事項であり、条例改正を伴うことから条例改正前及び条例改正後に十分

な周知期間を設ける必要があるため、条例改正案については、平成３０年第３回定例

会への上程を目指すこととする。 

    

（１） 登別市方針の決定について 

下記の日程により、水道事業運営審議会に諮問し、答申を得る予定である。答申

後、その内容も踏まえて、料金改定に関する方針を決定し、当該方針に基づき平成

３０年第３回（９月）定例会へ条例改正案を提出する。 

【審議会日程】 

第１回審議会  平成３０年３月２８日（委員の委嘱及び諮問） 

第２回審議会  平成３０年４月（諮問案件の審議） 

第３回審議会  平成３０年５月（答申案の審議及び答申） 
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（２）市議会への情報提供について 

   観光・経済委員会  平成３０年３月１３日（審議会諮問内容について） 

観光・経済委員会  平成３０年４月（第１回審議会の結果について） 

   観光・経済委員会  平成３０年５月（第２回審議会の結果について） 

   観光・経済委員会  平成３０年６月 

（第３回審議会の結果及び水道料金の改定方針について）  

観光・経済委員会  平成３０年８月（水道事業条例改正案について） 

 

（３） 市民への情報提供について 

【広報のぼりべつによる情報提供】 

  広報のぼりべつによる情報提供  平成３０年４月１日号 

                  （水道料金改定に関する市の考え方について） 

  広報のぼりべつによる情報提供  平成３０年５月１日号 

（第１回審議会の結果について） 

  広報のぼりべつによる情報提供  平成３０年６月１日号 

                  （第２回審議会の結果について） 

  広報のぼりべつによる情報提供  平成３０年７月１日号 

                  （第３回審議会の結果について） 

広報のぼりべつによる情報提供  平成３０年８月１日号 

                  （水道料金の改定方針について） 

 

 【住民説明会の実施、ホームページによる情報提供】 

住民説明会の実施        平成３０年４月２０日、２３日、２４日 

                  （登別地区、鷲別地区、幌別地区にて開催予定） 

                  （４月１日号広報のぼりべつにて開催周知） 

  ホームページによる情報提供   審議会資料及び議事録等については、準備が 

整い次第、ホームページに掲載予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


